
伏見連続講座事業補助金交付要綱 

 

                            平成 23 年 8 月 22 日制定 

                                                       平成 24 年 8 月 24 日一部改正  

                            平成 25 年 6 月 28 日一部改正 

                            平成 28 年 4 月 1 日一部改正 

                            令和 元年 8 月  1 日一部改正 

令和 ４年４月 １日一部改正  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、「伏見区基本計画２０２５」（以下、「計画」という。）に掲げる、伏見の

歴史や多様で魅力的な地域資源などを楽しく学び、「伏見ですむ」ことの魅力を発信する事業

（以下、「伏見連続講座」という。）に対する補助金の交付に関し、京都市補助金等の交付等

に関する条例（以下、「条例」という。）及び京都市補助金等の交付等に関する条例施行規則

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（対象団体） 

第２条  伏見連続講座に事業主催者として参加する団体は、地域団体、大学、市民活動団体、  

 企業等（以下、「活動団体」という。）で、次の要件を備えたものとする。 

 ⑴ 伏見の魅力を自ら内外に発信することが可能であり、不特定かつ多数のものの利益の増

進に寄与することを目的とする非営利の事業に自主的に取り組む活動団体であること。 

⑵ 計画の趣旨に添う活動を伏見区内で実施する、又は実施している団体であること。 

⑶ 次年度以降も継続して活動する見込みがある団体であること。 

⑷ 伏見区長（以下、「区長」という。）が計画の推進に特に有効であると認める活動を行う

団体であること。 

 

（対象事業） 

第３条 補助金は、伏見連続講座のうち、計画の目的の実現のために、区長が適当と認める事

業を対象とする。 

 

（対象経費） 

第４条 補助金の対象となる経費は、活動団体が補助対象事業の実施に直接要する経費とし、

人件費、事務所の賃借料及び光熱水費等の管理費又はこれらに相当する費用は対象としない。 

２ 国又は地方公共団体若しくはその他の個人、団体から補助金等を受ける場合は、補助対象

事業に要する経費から前項の補助金等の総額を控除した額を補助金の対象経費とする。 

 

（補助金の交付額） 

第５条  事業に対する補助金の交付額は、次項に定めるところにより、予算の範囲内において

区長が決定する。 

２ 補助金の交付額は、一活動団体につき、補助対象事業に要する経費又は次に定める上限額

のうち、いずれか低い方の額を超えない額とする。ただし、障害や難病等のため意思疎通を

図ることに支障がある方に対する手話通訳、要約筆記等に要する経費については、一回あた

り５万円を上限として別途補助金を交付する。 

(1) ５万円×講座回数（ただし、上限１５万円） 

(2) 単発講座のうち、概ね１５０名以上の受講が見込まれるものは、上限１０万円 



 

（交付の申請） 

第６条 第３条に規定する補助対象事業を主催する活動団体(以下、｢申請者｣という。)は、次

に掲げる書類を添えて、別に定める募集期間内に、区長に申請するものとする。 

(1) 伏見連続講座事業補助金交付申請書（第１号様式） 

(2) 伏見連続講座事業計画書（第２号様式） 

(3)  伏見連続講座事業予算書（第３号様式） 

(4) 団体の規約等 

(5) 団体の構成員に係る名簿 

(6) その他区長が必要と認める書類 

 

（交付の決定及び標準処理期間） 

第７条 区長は、前条の規定による申請があった日の翌日から起算して３０日以内に、交付又

は不交付の決定を行う。 

２ 区長は、補助金の交付の決定をした場合は、申請者に対して伏見連続講座事業補助金交付

決定通知書（第４号様式）により通知する。 

３ 区長は、補助金の不交付の決定をしたときは、申請者に対して伏見連続講座事業補助金不

交付決定通知書（第５号様式）により通知する。 

 

（計画等の変更） 

第８条 申請者は、補助対象事業の内容又は経費の配分の変更(軽微な変更を除く。)を行うと

きは、伏見連続講座事業変更承認申請書（第６号様式）を事前に区長に申請するものとする。 

２ 前項に規定する軽微な変更は、補助対象事業の目的を変更するものではなく、かつ、補助

事業者等の創意工夫によって事業計画の変更を行なうことが、より効果的に補助対象事業の

目的を達成できると考えられる場合又は補助目的及び事業効率に関係ない事業計画の細部の

変更である場合とする。 

３ 申請者は、補助対象事業の中止又は廃止を行うときは、伏見連続講座事業中止・廃止承認

申請書（第７号様式）により、事前に区長に申請するものとする。 

４ 区長は、第１項の申請を適当と認めたときは、伏見連続講座事業補助金変更交付決定通知

書（第８号様式）により、申請者に通知する。 

５ 区長は、第３項の申請を適当と認めたときは、伏見連続講座事業中止・廃止承認通知書（第

９号様式）により、申請者に通知する。 

 

（実績報告） 

第９条 申請者は、補助対象事業終了後、事業実施年度中に遅滞なく、次の各号に掲げる書類

を添えて、区長に報告しなければならない。 

 (1) 伏見連続講座事業完了届（第１０号様式） 

(2) 伏見連続講座事業収支決算書（第１１号様式） 

(3) 領収書の写し、その他の事業の実施に要した経費を証する書類 

(4) 前２号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

 

（補助金の交付） 

第１０条 区長は、前条の報告を受けた場合においては、書類の審査、その他の方法により、

適正に実施されたと認めるときは、補助金の交付額を決定し、伏見連続講座事業補助金交付



決定額確定通知書（第１２号様式）により通知する。 

２ 前項の通知を受けた申請者は、伏見連続講座事業補助金交付請求書（第１３号様式）に伏

見連続講座事業補助金交付決定額確定通知書（第１２号様式）の写しを添えて、区長に請求

するものとする。 

３ 区長は、前項の請求があり、内容に疑義がないときは、速やかに補助金を交付するものと  

 する。 

 

（概算払） 

第１１条 前条の規定にかかわらず、区長は、補助金の交付の目的を達成するために特に必要

があると認めるときは、第７条第１項の規定による決定に係る補助対象事業の完了前に、同

項の規定により決定した補助金の交付予定額の２分の１以内の額を概算払とすることができ

る。 

２ 申請者は、前項に規定する補助金の概算払を受けようとするときは、伏見連続講座事業補

助金交付請求書（第１３号様式）により、その旨を区長に届け出なければならない。 

 

（報告、検査及び指示） 

第１２条 区長は、必要があると認めるときは、申請者に対し、補助金の交付に関し必要な事

項について、報告を求め、検査し、又は指示することができる。 

 

（交付の取消し等） 

第１３条 区長は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定の全

部若しくは一部を取り消し、又は交付予定額若しくは交付額を変更することができる。 

(1) 不正の手段により、補助金の交付を受けようとし、又は受けたとき。 

 (2) 補助金の交付の目的以外に補助金を使用したとき。 

(3)  この要綱の規定に反したとき。 

２ 区長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助対象事業の当該取消しに係

る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命じるもの

とする。 

 

（届出事項） 

第１４条 申請者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに文書をもってその旨を

区長に届けなくてはならない。 

 ⑴ 住所又は名称を変更したとき。 

 ⑵ 代表者を変更したとき。 

 

（補則） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、区長が定める。 

 

附  則 

 この要綱は、平成２３年８月２２日から施行する。 

 この要綱は、平成２４年８月２４日から施行する。 

 この要綱は、平成２５年６月２８日から施行する。 

この要綱は、平成２８年４月 １日から施行する。 

この要綱は、令和 元年８月 １日から施行する。 

この要綱は、令和 ４年４月 １日から施行する。 


